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オーストラリアの年金改革と支給開始年齢の引上げ

Ⅰ　はじめに

　オーストラリアの年金制度は、一定期間以上の

居住を要件とし，厳密な資力要件（所得制限及び

資産制限）にもとづき支給される税方式の老齢年

金（Age Pension）により、十分な生活資力のな

い高齢者などの所得保障を行っていることが特色

である。社会保険制度は存在しないが、被用者の

雇用主は，賃金の一定割合を被用者のために積み

立てることを義務づけられており，このスーパー

アニュエイション（Superannuation）が被用者向

け老後所得保障のいわば2階部分を構成している。

　老齢年金の支給開始年齢は、男女とも65歳であ

る（女性は2013年までに引上げが完成する）が、

2009年の労働党政権下の改革で、2017年から2024

年までかけて67歳に引き上げることが決まった。

この改革は、高齢者の労働参加促進、スーパーア

ニュエイションによる老後に備えた積立の促進、

資力要件付き老齢年金の重点化といった政策の流

れの中で行われたものであった。

Ⅱ　制度の現状

　1　老齢年金（Age Pension）

　老齢年金は、一定期間以上の居住を要件とし、退

職前の収入や納税額とは全く関係なく、要件を満た

した者に一定額を支給する税方式年金である1）。た

だし、所得制限及び資産制限があり、一定以上の

所得または資産のある者の給付は減額又は停止さ

れる。所得及び資産制限は厳しく、老齢年金（Age 

Pension）の受給者数は213万人（2011年3月）2）で、

支給開始年齢以上人口の70％にすぎない。うち所

得制限又は資産制限により一部停止されている部

分年金の受給が4割程度である。

　請求の際にオーストラリア国内にいて、かつ連
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続して10年以上オーストラリアの居住者であった

ことを要件としている。支給開始年齢は65歳であ

る。ただし、女性の支給開始年齢は1995年より60

歳からの引上げの移行措置中であり、2013年に65

歳になる。2009年には、将来は67歳支給開始にす

ることが決められている（後述）。

　給付水準は、単身高齢者で男性の平均賃金の

27.7％の水準、高齢者夫婦で同じく41.76％の水

準を確保することとされている。2012年第3四半

期の支給基本額は、単身者で2週（fortnight）で

695.30豪ドル、夫婦で各人につき2週で524.10豪ド

ルである3）。3月と9月に消費者物価指数の動向に

連動してその額が調整される。

　受給に際しては、所得調査（income test）と資

産調査（asset test）が行われ、一定の基準を上回

る所得または資産がある場合には年金額が減額

される（両方の調査を行い、低額の結果になっ

た方の額が支給される）。所得には、個人が稼得

し、又は提供、贈与された収入の原則としてすべ

てが含まれ、所得制限により、満額支給基準（単

身者で2週で152豪ドル、夫婦で268豪ドル）を1ド

ル上回るごとに給付が50セント（夫婦世帯の場合

は各25セント）減額される。年金が部分支給され

るのは、単身者で2週で1,663豪ドル、夫婦で2週

に2,546豪ドル以下の者となる。また、資産とは、

全部又は一部を個人的に保有する財産又は所有物

をいい、具体的には、預貯金や退職年金基金、不

動産等を含み、自宅用の家と土地は含まない。資

産制限により、満額支給基準（持ち家有りの場合

は単身者で19万2,500豪ドル、夫婦で27万3,000豪

ドル、持ち家なしの場合は単身者で33万2,000豪

ドル、夫婦で41万2,500豪ドル）を1,000ドル上回

るごとに給付が2週あたり1.5ドル減額される。部

分支給されるのは、持ち家有りの場合は単身者で

69万6,250豪ドル、夫婦で103万2,500豪ドル、持ち

家なしの場合は単身者で83万5,750豪ドル、夫婦

で117万2,000豪ドル以下の者となる。

　2　スーパーアニュエイション（Superannuation）

　被用者の雇用主は、賃金の一定割合を退職年

金基金に拠出することを義務づけられている

（Superannuation Guarantee）4）。このスーパーア

ニュエイションが高齢者の所得保障のいわば2階

部分を構成している。被用者には拠出義務がない

が、雇用主の拠出のほかに、年15万豪ドルを上限

に、個人が任意で追加拠出することが認められて

いる（自営業者も同様）。この個人追加拠出を奨

励するため、所得に応じ、個人拠出1ドル当たり

最大1ドルまで政府から助成される（上限は1,000

ドル）。自営業者は任意拠出となっている5）。

　スーパーアニュエイションの拠出率は賃金の9

％である。これは雇用主の拠出義務であり、法人

税法上、拠出は雇用主の損金として算入できる。

ただし、①被用者の賃金が月額450ドル未満の場

合、②被用者の年齢が18歳未満かつ労働時間が週

30時間未満の場合、③被用者が70歳を超えている

場合は、例外的に雇用主の拠出義務はない。

　雇用主により拠出された額は、退職年金基金に

積み立てられ、市場運用される。退職年金基金は

民間の金融機関等が運営するものであり、積立を

行う基金は被用者自らが選択可能となっている。

　原則として、退職し、かつ55歳以上（2025年ま

でに段階的に60歳に引き上げられる）になるまで

給付はなされない。ただし、著しく経済的に困難

な場合や，医学的治療を要する場合など同情すべ

き状況のとき、一時的または恒久的な障害になっ

たとき、死亡したときは早期給付を申請できる。

給付は，一時金給付または年金型給付のいずれか

を選択できるが、年金型が税制上の優遇措置など

により奨励されている。年金型給付には、終身年

金、平均余命年金、配分年金（毎年引き出すべき

最低額と最高額が決まっている）及び有期年金（あ

らかじめ設定された一定年数だけ給付）がある。

　スーパーアニュエイションに関しては、拠出を
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奨励するため、個人所得税制上の優遇措置が講じ

られている。2007年7月1日から、拠出段階で課税

し、60歳以降の年金給付段階では課税しないよう

に税制面での改正が行われた。拠出時については，

1年間の保険料が5万豪ドル以下（50歳未満は2.5

万ドル以下）であれば15％の低率で課税され，5

万豪ドル（同上）を超える分については通常通り

（税率31.5％以上）で課税される。

　積立金については、退職年金基金または退職貯

蓄口座に積み立てられて運用される。退職年金基

金には、産業基金（特定産業の被用者が対象、労

働組合が設立）、企業基金（その企業の従業員が

対象）、共済基金（政府職員が対象）、市販基金（大

手会社や生保会社が運用）、小規模基金（自営業

者が自分及び家族用に設立、会員数4人以下）が

ある。確定拠出型基金と確定給付型基金があるが、

確定拠出型の方が一般的である。基金の数は約45

万（口座数約3,100万）、資産総額は1兆200億ドル

（2011年6月現在）であり，年間の拠出金総額は

1,050億ドル、給付金支払総額は640億ドルである

（うち年金型給付は約半分）6）。2005年から労働

者は自らの基金または口座を選ぶことができるこ

とになっている。

Ⅲ　沿革

　1　戦前から戦後まで

　オーストラリアで連邦の制度としての老齢年金

と障害年金が創設されたのは1908年であった7）。

創設当初から資力要件（means test）付きの税方式

年金であり、この性格は現在まで維持されている。

その後、寡婦年金8）や各種加算9）が創設され、他

の社会保障給付とあわせて1947年の社会保障法10）

に統一された。

　戦後の高度成長期には資力要件の緩和と給付水

準の引上げが進んだが、社会保険方式・所得比例

方式の年金制度は現在まで創設されていない。老

齢年金だけではなく、障害・失業・疾病など他の

所得保障給付もすべて資力要件付きの税方式の制

度である11）。戦前に3回（1913年、1928年、1938年）、

戦後に2回（1954年、1976年）社会保険年金創設

が検討され、その中には法案が国会を通過したこ

ともあった。それにもかかわらず結局社会保険年

金が創設されなかった理由としては、第一に、連

邦に社会保険に関する権限があるかどうかの議論

が続いたことがあげられる12）。1901年連邦成立時

の連邦憲法では、「障害及び老齢年金に関するこ

と」を連邦の権限としていた13）が、それ以上の

社会保障に関する連邦の権限があるかどうかにつ

いては戦前から争われていた。その後、薬剤給付

法が最高裁で憲法違反と判断され14）、その他の連

邦の社会保障立法の有効性に疑問が生じたことを

きっかけに、1946年に憲法改正が行われ15）、社会

保障に関する連邦の広範な権限が明記された16）。

しかしながら、すでに社会保険年金創設の機を逸

しており、戦後1954年に議論になった際には社会

保険料の創設は増税と同じであり困難であるとし

て否定されることになった17）。

　第二には、仲裁裁定制度に基づき生活賃金が保

障されており、賃金保障の手厚さのために社会保

障制度が選別的なものにとどまったことがあげら

れる。オーストラリアでは、すでに19世紀末に、

農業経済の好調による移民労働者の不足を背景に

「社会の実験室」とも評される世界で最も進んだ

手厚い労働者保護政策がとられ、1904年には、仲

裁裁定裁判所の個別労働事件に関する労働条件の

裁定が同一産業にあまねく適用される仕組みであ

る仲裁裁定制度が成立していた。1907年のハー

ベスター事件に関する仲裁裁定裁判所の判決18）

で、ヒギンズ判事は「文明社会に生きる人間とし

て平均的労働者の通常のニーズを満たすのに適切

な賃金」を「公正で合理的な最低賃金（fair and 

reasonable wage）」としてすべてのオーストラリ

ア人男性非熟練労働者に支払うべきであると判示
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し、判決以来、これを基礎にして賃金決定がなさ

れるようになった。このような手厚い賃金保障制

度を中心にオーストラリアの社会政策は組み立て

られることになり、社会保障よりも賃金政策を中

心としたものになった。最低賃金が高くワーキン

グプアは存在しなかったため、社会保障は就労不

能な者に対する残余的なものに限定されることに

なったのである。このような独特な福祉国家類型

をキャッスルズは「賃金稼得者福祉国家（Wage 

earners' welfare state）」とし、戦後オーストラリア

の労働・社会保障制度の体系の基本をなしてきた

ものとしている19）。キャッスルズは、賃金稼得

者福祉国家の特色として、職域福祉の国家福祉に

対する優先、持ち家率の高さ、高い累進税率、女

性の被扶養者としての地位の4点を挙げ、1980年

代に崩壊するまで長くオーストラリアの社会保障

制度体系を規定するものであったとしており、こ

れは老齢年金が資力要件付きのものだけにとどま

ったことの説明にもなっている。

　2　1980年代以降の改革

　資力要件付きの税方式の年金制度のみによる老

後所得保障という仕組みは、オーストラリア独特

のものであるが20）、1992年には事業主の拠出によ

る強制積立方式により被用者の老後保障を充実す

る観点から、スーパーアニュエイション制度が創

設された21）。これは、ホーク労働党政権が、企

業別交渉を認める労使関係改革や、白豪主義から

マルチカルチャリズム（多文化主義）への変更な

ど国全体のあり方を大きく変える見直しを進める

中で、労働組合総連合との合意（アコード）に基

づき物価と賃金を抑制する代わりに「社会賃金」

として社会保障を拡充する政策の一環として行わ

れたものであり、賃金保障と選別的な社会保障制

度を中心とする社会保障制度体系はこのとき改め

られることになった22）。

　ホーク労働党政権後期である1980年代後半以降

の改正の特色となったのは、就労促進的な制度設

計を目指して、社会保障を職業訓練や育児支援と

結びつける積極的福祉（active welfare）の考え方

であった23）。この考え方は、生活賃金保障と選

別的な社会保障に支えられた賃金稼得者福祉国家

の考え方を修正したもので、基本的な考え方はそ

の後の政権交代を経ても変わっていない。

　その一つは、女性の被扶養の地位による給付を

廃止する改正である。1987年には、寡婦年金の対

象を16歳未満の子のある場合に限定した24）。1994

年には、年金受給者の被扶養の妻に対し支給され

てきた妻年金（Wife's Pension）の新規受給の廃止

が決まり、被扶養の妻は自らの年金で生活してい

くことを求められるようになった25）。また、女

性の年金支給開始年齢は1995年から2013年までか

けて段階的に60歳から男性と同じ65歳へ引き上げ

られることになった26）。

　資力要件についても、就労抑制につながらない

ように改正が行われ、また退職後への備えを促進

するため投資収入の取り扱いに工夫を凝らした。

1987年には勤労控除（Earnings Credit）が設けられ、

老齢年金支給に当たり通常の所得制限とは別に一

定額の就労収入までは所得調査において算入しな

いこととなった。また、老後に備えた投資を抑制

することを避けるための投資収入の評価ルールが

決められた27）。そのほか、スーパーアニュエイシ

ョンからの収入の所得調査及び資産調査の対象か

らの除外、所得制限額の毎年スライド制導入28）、

資産制限の緩和など、就労等による自らの努力を

促進するような改正がおこなわれた。

　1990年代後半からのハワード保守政権下にお

いても、高齢者の就労を促進する観点から、ス

ーパーアニュエイションにおける就労促進措置

や積立支援措置、老齢年金における資力要件の緩

和が積極的に進められた。スーパーアニュエイシ

ョンについては、拠出年齢の上限が当初の65歳か

ら、1997年には70歳に、2002年には75歳に引き上
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げられた。また、当初は就労している場合はスー

パーアニュエイションを受給できないという規制

があったが、2004年には65歳未満についてその

規制は廃止された。2005年には在職老齢年金制

度（Transition to retirement pensions）が創設され、

高齢者のパートタイム就労への移行を支援した29）。

老後に備えることを支援するために、2003年には、

中低所得者のスーパーアニュエイションへの個人

追加拠出に対する政府補助が始められた30）。2005

年には、雇用主が拠出する基金を被用者が選択で

きるようにし、運用への関心を高めた31）。税制

上の措置では、一定所得額以上の者に関するスー

パーアニュエイションの雇用主拠出金に対する15

％の付加税（superannuation surcharge）が2005年

には廃止された32）。また、一定所得額以上の者

のスーパーアニュエイション給付に対しては、低

減税率（15％）でなく累進税率が課せられていた

ものも2007年には廃止された。2007年には、60歳

以上の者のスーパーアニュエイション給付につい

ては、全額非課税とする措置が講じられている。

　老齢年金については、就労収入やスーパーアニ

ュエイションの給付の資力調査時の算入を緩和す

ることで、高齢者の就労とスーパーアニュエイシ

ョンへの拠出を促進するための改正がなされてき

ている。就労できず老後に備えられなかった老齢

年金受給者にも配慮した資力要件の緩和も行われ

た。1997年には、老齢年金の水準（所得代替率）

を単身で勤労男性の平均賃金の25％に維持する

ことの法定化33）や所得制限の緩和がおこなわれ

た。また、1998年には、年金ボーナス（Pension 

Bonus）が導入され、退職を延期し週20時間以上

働く人の年金額の9.4％を一時金で支給すること

となった34）。2000年には所得制限が緩和され、基

準額を超えた場合の減額率（taper rate）が5割か

ら4割になった35）。2001年には、55歳からスーパ

ーアニュエイション支給開始までのスーパーアニ

ュエイション資産は資産調査の対象としないこと

となった。また、2007年には、資産制限基準額の

大幅引上げで、30万人の老齢年金受給者の増加が

見られている。

Ⅳ　2009年改革と支給開始年齢の引上げ

　1　ハーマー・レポートと

　　「確実で持続可能な年金改革」

　ハワード保守政権の後、2007年12月に労働党の

ラッド政権が成立した。ラッド政権は、2009年2

月の家族・住宅・コミュニティサービス・先住民

省次官ジェフ・ハーマーによる「年金見直し報

告書」（Pension Review Report、ハーマー・レポー

トと呼ばれる）36）を受けて、単身者を中心とす

る年金水準の引上げとともに、所得要件の強化

による一層の重点化と持続可能性の強化を図る

ため、「確実で持続可能な年金改革」（Secure and 

Sustainable Pensions Reform）を2009年9月に行っ

た37）。支給開始年齢の67歳への引上げは、この

改革の一環として行われたものである。

　ハーマー・レポートでは、年金制度の問題点に

ついて、次のように分析していた。単身の満額受

給者が改革のプライオリティである。現在の年金

額はこうした人が年金だけで暮らして行くのに十

分な額ではない。夫婦者に対する単身者の給付水

準は低すぎるので、3分の2程度に引き上げるべき

である。現在の各種付加給付は複雑であり、統一

して簡素化すべきである。少ない資力しか持たな

い人に対する給付に重点化すべきである。平均寿

命と元気で退職生活を過ごせる期間の伸長に対応

して、支給開始年齢の引上げを図るべきである。

　このような分析を受けて、「確実で持続可能な

年金改革」では、次の3つの方向での改革を行っ

た38）。第一は、最低給付額を増やし、より確実性

を高めることで、受給者がより適切な水準の年金

を受給できるようにする。第二に、年金制度をよ

り理解しやすく柔軟にし、受給者がより効率的か
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つ確実に老後のプランを立てられるようにする。

第三に、年金制度を現在及び将来に向かって持続

可能にする。

　この中で、年金制度の持続可能性については、

次のような分析を行っていた。2047年までに65歳

以上人口は現在の13％のおよそ倍の25％になる。

現在は生産年齢人口5人で1人の65歳以上人口を支

えているが、2047年までには2.4人に1人になる。

平均寿命の伸びにより過去よりも長い期間年金を

受給するようになる。人口構造の変化により、年

金給付費のGDP比は2050年までに現在のおよそ倍

になる。年金受給者が適切な生活水準を維持しつ

つ、納税者が将来にわたって負担に耐えうるよう

にするためには、こうした人口構造の変化を踏ま

え、年金制度が長期的に持続可能になるようにし

なければならない。そのためには、年金支給開始

年齢を2017年から徐々に引き上げる、年金額の引

上げはもっともニーズのある人に重点化する、年

金受給者の労働参加を促進する、といったことが

必要である。

　こうした方向性に基づいて具体的に行われた改

革は次のようなものであった。第一は、単身者の

年金額の引上げである。単身者の年金額を夫婦者

の3分の2にするため、週30豪ドル引き上げる。第

二は、平均賃金に対し保障される年金給付水準の

引上げである。消費者物価指数と年金受給者生活

費指数を比較して高いほうを年金額のスライドに

用いるようにするのみならず、単身の年金額が平

均賃金の25％を下回らないようにされていたとこ

ろを、27.7％水準まで引き上げることにした。第

三は、所得要件の強化である。年金制度の持続可

能性の強化のための一手段として、年金引上げを

もっともニーズの高い人に重点化することにし、

所得が制限額を1ドル上回るごとに停止される年

金額を40セントから50セントへと引き上げた。第

四は、所得調査において算入される勤労収入を限

定し、2週間当たりの収入で最初の500豪ドルまで

はその半分だけが所得調査で算入されるようにす

る。これは高齢者の就労を促進するためのもので、

「就労ボーナス」（Work Bonus）制度と呼ばれた。

第五が支給開始年齢の引上げである。

　2　支給開始年齢の引上げ

　ハーマーレポートでは、人口構造の変化と年金

支給開始年齢の引上げの関係を慎重に分析してい

た39）。オーストラリアにおいても出生率の低下

と平均寿命の伸長が見られ、高齢化率が高まって

いる。早期退職の傾向と高学歴化による就職年齢

の遅れとあいまって、就労年数が減り、退職後の

期間が長くなる傾向がある。こうした状況の下で、

年金受給者数は支給開始年齢が当初決められたと

きよりも倍以上になり、より高い生活水準への期

待も高まっている、とする。

　その上で、支給開始年齢の引上げがなければ、

年金額の引下げにつながって適正な額が確保でき

なくなるし、将来世代の負担を重くすることにな

る、とする。支給開始年齢の引上げは、支えられ

る人の割合の増加と労働力の減少への懸念を減ら

し、国の生産レベルと税の賦課ベースを上げる。

また、長く働くことでより高い生活水準を達成で

き、老後に備えて貯蓄する期間も長くなる。その

ことによって資力要件付き老齢年金の需要も減

る。一方で、就労生活への期待の変化にかかわる

文化的な変更であること、早期退職する人もあり

必ずしも労働参加に結びつくわけではないこと、

人によって平均寿命より生きる期間が短い人もい

ることなどの問題点もある。

　こうしたことを考え合わせると、慎重に引上げ

をおこなうべきであり、1970年から2050年までの

平均寿命の延びが15年くらいだとすれば、支給開

始年齢の引上げは2～4歳程度が適当で、2021年ま

でに67歳、2025年までに68歳、2029年までに69歳

にすることが考えられる、としていた。そして、

単に年金支給開始年齢の引上げだけでなく、早期
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退職をなくし、スーパーアニュエイションの支給

開始年齢（preservation age）とそろえていくなど

総合的な対応が必要であるとしていた。

　成立した法律では、女性の支給開始年齢の65歳

への引上げが2013年に完成したあと、2017年から

男女ともに67歳への引上げを行うものとし、2年

に半年の引上げを行って、2024年までに完成する

とした（表1）。

Ⅴ　高齢者の経済状態と雇用

　1　経済状態

　高齢者は若年者よりも資産を持ち、生活費も少

ない40）。65歳以上で賃料を要しない自宅を所有し

ている比率は、夫婦者で86％、単身者で69％に及

んでいる。多くの者の収入は年金に一部依存して

いるが、自分の財産を持って引退している者もか

なりの数いる。高齢者に対しては、Senior Health 

CardやSenior Cardなどの各種料金減免制度、スー

パーアニュエイションに対する減税制度などで利

益が提供されている。

　2010年6月末現在で、年金支給開始年齢以上の

者の19％が、支給開始を遅らせることによって一

時金をもらえる年金ボーナス制度に登録してい

る。2010年6月現在で、年金又は類似の軍人恩給

をあわせると、65歳以上人口の78％が受給してお

り、資力要件のため全額受給はそのうちの60％に

すぎない。

　スーパーアニュエイションについては、2009年

現在労働者の9割程度がカバーされているものの、

新しい制度であるために、多くの高齢者にはスー

パーアニュエイションの拠出歴がなく、2007年で

70歳以上の79％はカバーされていない。65歳から

69歳までの5人に1人はスーパーアニュエイション

に拠出中であるが、4人に1人はすでに引き出し済

みとなっている。

　2006年の調査では、過去1年間に現金不足をき

たす困窮状態にあった高齢者は、65歳以上の夫婦

者で3％、単身者で6％であった。35歳以上の場合

は、夫婦者で17％、単身者で42％が同様の状態に

あるので、住宅を有していることもあり高齢者は

若年者に比べて問題はより少ないものと分析され

ている。

　2　高齢者雇用対策

　オーストラリアの高齢者の労働力率は近年急激

に上昇しているものの、2010-11年度の65歳以上

人口の労働力率は11％であり、日本よりかなり低

い（表2）。雇用収入を主たる収入にしている高齢

者の割合は少なく、夫婦者で4％、単身者で3％に

すぎない。中高年齢者の労働参加の促進が課題と

なっている。ラッド政権は2010年2月に、高齢者

の能力と経験を活用するためのProductive Ageing 

Packageを発表し、高齢者による技術伝承や新し

い職業への転換支援を行っている。また、2010年

7月には、キャリアアドバイスや転職支援などを

行う経験＋（Experience+）の事業を始めた。

表1　2009年改正による支給開始年齢の引上げ

日付 支給開始年齢 該当する者の誕生日

2017年7月1日 65.5歳 1952年7月1日～1953年12月31日

2019年7月1日 66歳 1954年1月1日～1955年6月30日

2021年7月1日 66.5歳 1955年7月1日～1956年12月31日

2023年7月1日 67歳 1957年1月1日以降
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Ⅵ　おわりに―日本への含意

　高齢化の進行に対する危機感から年金財政の将

来に対する懸念が生じていることが年金支給開始

年齢の引上げのきっかけとなったことは、オース

トラリアにおいても日本と同様である。一方、オ

ーストラリアの年金改革と日本ではかなり異なる

状況も見られる。

　オーストラリアの年金制度の体系は、かなり厳

しい資力要件付きの税方式の老齢年金と、雇用主

に拠出義務を課した積立方式の私的年金であるス

ーパーアニュエイションの組合せという、かなり

日本と異なる、世界でも特色のあるものである。

老齢年金の支給開始年齢の引上げも、資力要件の

強化などで老齢年金を低所得者に重点化するとと

もに、高齢者雇用の促進とスーパーアニュエイシ

ョンの充実を図ることにより、高齢者の資力を増

して資力要件を超えるようにして、老齢年金の支

給額を減らそうとする一連の改革の中に位置づけ

られたものであった。わが国の老齢年金は社会保

険方式であり、在職老齢年金制度などを除けば、

過去の保険料拠出に応じて給付が行われるもので

あって、資力（所得と資産）によって支給制限が

行われる税方式年金ではないので、オーストラリ

アとは状況が異なる。それでも、公的年金と一定

の規制のある私的年金（日本で言えば厚生年金基

金や確定給付・確定拠出年金）をあわせて高齢者

の所得保障を図ろうとする考え方は、わが国の今

後の政策の方向のあり方の検討に参考になるもの

と言えよう。とくに、公的年金の支給開始年齢よ

りもかなり前にスーパーアニュエイションの支給

開始年齢が設定され、私的年金が公的年金の単な

る上乗せでなく、公的年金支給までのつなぎ（横

出し）になっていることは、公私年金の新しい分

担の姿として参考になろう。

　また、オーストラリアの高齢者の労働力率はわ

が国よりもかなり低く、高齢者の労働参加の意欲

が極めて強いわが国とは状況が異なっている。オ

ーストラリアにおいては早期退職の習慣があり、

スーパーアニュエイションの支給開始年齢もかな

り早くなっているために、公的年金の支給開始年

齢は必ずしも就労を可能にすべき年齢とリンクし

て考えられていないが、わが国においては強制的

に引退を迫られる定年年齢の引上げと公的年金の

支給開始年齢をリンクすることが重要である。

　2010年6月にラッド政権の後を継いだ同じ労働

党のギラード政権は、スーパーアニュエイショ

ンを見直す「クーパーレビュー」41）に基づいて、

低コストのデフォルトファンドである「マイスー

パー」をつくり、スーパーアニュエイションを

より利用しやすくすることを柱とした「Stronger 

Super」改革を打ち出すなど、オーストラリアの

年金改革はなお進行中である。オーストラリアの

表2　各国の労働力率の比較：2011年

男
55-64歳

男
65歳+

女
55-64歳

女
65歳+ 男女55-64歳 男女65歳+

オーストラリア 71.6 16.1 55.0 7.0 63.2 11.2

イギリス 68.6 12.1 51.0 6.4 59.6 9.0

アメリカ 69.3 22.8 59.5 14.0 64.2 7.9

日本 83.1 28.4 53.7 13.2 68.2 19.7

G7平均 68.8 17.4 53.3 9.1 60.8 12.7

OECD平均 67.6 18.0 48.5 8.7 57.8 12.7

出典：OECD Employment Database
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年金制度体系はわが国とかなり異なるものである

が、世界の他の先進国と同様、支給開始年齢を67

歳まで引き上げたことは、わが国でも遠からず検

討されざるをえない支給開始年齢引上げ論議の参

考になるであろう。とくにオーストラリアにおけ

る公私年金の分担の下に老後生活保障を行おうと

する発想は、専ら公的年金のみで考えがちなわが

国にとって大いに参考になるものと思われる。
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